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報告 1 
南京国民政府時期の土地登記と「他項権利」(2) 
――「抵押権」を中心に―― 
田口宏二朗 
 
はじめに 
 前回の報告では、国史館蔵「土地他項権利証明書存根」（以下「存根」と略記）なる資料
の紹介を中心に、おおむね以下の趣旨のことを述べた［田口（2008）］。 
①本共同研究の課題たる近代中国の土地調査事業に際しては、政策・調査実務いずれの
位相においても「地権者」の確定が重要な課題とされた。ただし、法理の面でも具体
的な登記や紛争の場に際しても「地権」の定義には一定の困難が伴った。その困難と
は、単なる担税主体としてではなく、排他的・一元的な権利主体としての「所有権者」
として地権者を新たに抽出することにあった。 
②民国期南京の場合、国民政府成立以降、市内の土地整理事業に際しての登記事項とし
て、「所有権」および「他項権利」（＝地上権・地役権・典権・抵押権・永佃権）とい
う形で「一筆の土地」に対する権利が構成された。各種地権の登記申請に対しては、
契約や測量図などに基づいて重層的なチェック体制が採られ、所有権証明書・他項権
利証明書等の公文書が公布された。「存根」とは後者の控えであると思われる。 
③これら「他項権利」とは、かつて「執業」「管業」等と表現された、人々の土地に対す
る関与のあり方のうち、「所有権」という形で取り出した中核以外の
．．．
残余部分として、
構成し直されたものである1。 
④「存根」に見られる「他項権利」の登記内容を一瞥すると、その大半は「抵押権」の
保存を目的としている。従来の典権に比してより土地資本の回転を短期化する方策と
して、抵押権登記が選好された可能性がある。 
以上である。本発表では、2008 年度に行った南京調査の結果も踏まえつつ、1.「存根」の
性格に関する補足説明を行い、2.「存根」全データの数量的分析を簡単に試みた上で、3. 
特に「抵押権」関連で前回提示したいくつかの見通しについて検証を加え、さらなる問題
点を提起したい。 
 
１．「存根」補遺――2008 年度調査（08.26-09.02）報告を兼ねて―― 
前回紹介した通り［田口(2008):p.9］、「存根」には、登記確定した南京城内「他項権利」
                                                  
1 清末いらいの法典整備に伴う「権利」概念の導入に関しては Huang（2001）:pp.55-56 にて簡単に整理
されている。なお、「他項権利」という語の初出が 1922 年の不動産登記条例であること、民国民律草案第
三編第一章にみられる「他物権」と等しいことについては加藤（2008b）:p.56 参照（ただし後者の「他物
権」のうち、質権は当該時期において登記の対象となっていない）。 
ちなみに、物権を所有権と他物権（其他物権）によって構成することは、現行の中華民国民法でも継続
しており、ローマ法の Jus in re aliena を「制限物権」と訳した松岡義正に倣ったものだという［鄭(2007): 
pp.22-24］。 
45
のデータ 4,500 件2以上が収められている。それぞれ、登記申請が行われた物件一件ごとに
つき、①権利人姓名；②所有権人姓名；③土地坐落（南京城内の地名）；④種類及面積（農
地・宅地・基地 etc.、畝表示）；⑤四至（東西南北で隣接する地の地権者）；⑥区段号数（③
の下に振られた地番表示）；⑦登記原因/年月日；⑧登記標的（どの権利種別で保存/設定す
るか）；⑨収件号数/年月日；⑩登記号数及年月日；⑪権利先後欄次序；⑫権利価値（元）；
⑬存続期間という項目にわたって登記事項を記載する。 
「存根」の資料的性格を考える上でまず闡明すべき問題は、ここから得られる情報がど
れだけ 1930 年代における南京城内の地権分布状況を代表しうるか、という点だろう。たと
えば①②欄にみられる登記申請者の名義と、現実の管業主体との間に正確な対応関係が見
られるか否かは、登記確定事項を分析するだけで判断できない。また④や⑫⑬等の数値的
記載自体も、その正確さはたとえば測量技術や地政機関の審査体制や関連人員による処理
能力に依存しており、これまた登記事項のみから信憑性を云々することには限界がある。 
とはいえ、「はじめに」で触れたように、土地に関する何らかの権利に関する定義内容が
自明ではない状況からすれば、各項「権利」を当時の人々がいかように認知したかを知る
上で、登記という分野は重要な情報を提供しうると考える。特に民法・土地法が整備され
るさなか、「権利」の外枠は登記・紛争や司法判断といった諸実践を通じてその輪郭を現す。
他方、「地権者」たちは以上の分節化によるあらたな選択肢の中で、先行事例や売買当事者・
債権者たちの指示に規定されつつ、貨幣収入の最大化・個別地片と自らの社会的声価との
関係性（あるいは個別地片自体に対する愛着）等々をも勘案し、なにがしかの「地権」を
登記する。ここに 1930 年代の人々は、土地に対する何らかの「権利」主張を、いかなる法
的表現に流し込むことになるのか、その比率・経年変動はどのようなものだったのか。 
以上の問題意識からみれば、権利種別や面積・土地価格等々の数値データから得られる
情報は、エリートによる法解釈や司法判断等を伝える記述史料とはまた異なる角度から、
当時の「所有権」をめぐる複合的状況を浮き彫りにするかもしれない。その意味で、「存根」
データはその量的規模にこそ分析価値があることになる。 
 
であるならば、「存根」にみられる十数項目の数量データが、母集団（南京城内の全登記
申請案件）の中に占める量的比重についても留意せねばならない。1935 年 12 月時点の集
計によれば、南京市土地局に土地所有権登記の申請を行った件数が 25,651 件、「他項権利」
の登記申請が 5,950 件であったという3。申請案件のうち、どれだけのものに対して権利確
定（＝登記完了）したか不明だが、いずれにせよ、われわれが 2007 年に国史館で入手した
4,500 件あまりに上る「存根」データは、この時期における「他項権利」全申請件数のうち
およそ 3/4 程度を占めることになる。 
ところが、「存根」がカヴァーする 1937 年末時点まで時期的対象を拡げた場合、「他項権
利」申請の母数は上記のものに止まらない可能性もある。前回報告した通り、「土地他項権
                                                  
2 1 区の「存根」データは田口により、2-6 区は大阪大学東洋史研究室の諸賢により入力が完了している。 
3 「南京市土地行政概況」（『地政月刊』4-4/5,1936）:p.680. 
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利登記審査収件簿」なる資料の存在が 2007 年段階で判明しており、「存根」の資料的位置
を見定める上でぜひとも参考にする必要を感じていた。そこで 2008 年 8 月、われわれ科研
メンバーは南京市房産档案館を訪問、南京大学・南京市政府档案管理局および南京市档案
館を通じ房産档案館に同資料の閲覧許可を依頼した。折からの中華人民共和国物権法公布
によってか、行政人員は現今の南京市内不動産に関する（解放以前のものであれ）登記文
書を公開することに比較的敏感になっていたため、資料の閲覧・複写には予想通りの困難
が伴った。幸いなことに元房産档案館館長の汪智学氏らの協力により、「土地他項権利登記
審査収件簿」の部分的閲覧・複写を行うことが叶った4。 
同館の館蔵案内によれば［南京市房産档案館編(2005) :pp.48-50］、「他項権利」関連の簿
冊としては、冊号 19「三四両区他項権登記収件簿」（日期：1934-1937）、冊号 23「二五両
区他項権登記収件簿」（同前）、冊号 26「一六両区他項権収件簿」（同 1935-1937）、冊号 29
「七八両区他項権登記収件簿」（同 1935-1937）、冊号 34「第一至八区（変）土地他項権利
登記審査収件簿」（同 1936-1937）が同館に収蔵されているという。時間の関係もあり、上
記の簿冊について今次閲覧・複写し得たのは、冊号 34 のものに止まる。別に掲げたのは、
そのサンプルである【図 1】。 
 閲覧した簿冊の封面には、「南京市土地局 土地他項権利登記審査収件簿（民二十四年）」
                                                  
4 短い滞在期間にも関わらず無理な願いを聞き届けて頂いた関係各位に対し、ここに深謝する次第である。 
図 1．南京市房産档案館蔵「土地他項権利登記審査収件簿」 
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と記されており、1935 年時点での「他項権利」登記に関する何らかのリストであることが
うかがわれる（ただし内容的には 1936 年以降のものも含まれる）5。「（変）」という館蔵案
内の語句から分かる通り、土地登記内容に変更を加えるべく再申請されたものに対する、
土地局内部での再審査過程にて作成されたものと思われる。 
 見開き 2 頁分には罫線で囲われた計 19 行×9 列分の表があり、列の項目としては a.「収
件号数」；b.「戸名」；c.「地産坐落」；d.「区段号数」；e.「契別件数」；f.「査勘書件」；g.「承
辦員（審査組/登記組）」；h.「備考」の計 8 欄で構成されている。「他項権利」の種別に関す
る記載は一切みられない。各行上部欄外には、漢数字での注記が加えられている。a 欄「収
件号数」は、登記区6や地番ではなく注記の漢数字に応じて配列が行われており、この数字
が何らかの日付である蓋然性は高い。 
 そこで、まずはこの欄外日付の意味するところをさぐってみる。下に【表 1】として示し
たのは、「登記審査収件簿」の「戸名」7欄に見られる名義のうち、1～6 区の「存根」デー
タにもみられるものを抽出したものである。 
 
区 権利種別 権利人 所有権人 土地坐落 区段号数 設定/受押日付 収件日付 登記日付 
5 地上権 劉声陶 孫昌裕 韓家苑 39 号 2385 1875/7/ 1935/4/26 1936/6/22 
4 抵押権 程桂庭 程直■等 長楽路 90 号 2931・2933・2934 1930/3/・1933/10/ 1934/12/22 1935/12/28
 【図 1】収件号数 45「劉声陶等」の場合、欄外数字は「九・十六」であり、【表 1】中の
収件日付（つまり「他項権利登記声請書」を土地局に提出/受理された日付）・登記日付（審
査・公告後に登記が確定した日付）はそれぞれ 1935.4.26・1936.6.22 である。また、対応
する「収件簿」の g.「承辦員」欄審査組
ママ
の日付は、1936.9.17 のものである。他項権利確定
後の変更登記に関する以上、欄外数字は、民国 25（1936）年 9 月 16 日における変更登記
申請受付の日付を表すものである可能性が高い。したがってここからは、この「登記審査
収件簿」が変更登記申請→契拠の再審査/半年間公告→権利確定、という流れの中で作成さ
れたリストであること、また審査の対象となっている案件すべてが「存根」データに含ま
れているわけではないことがさしあたり読み取れよう。 
ではリスト自体の作成主体およびその目的は何であったのか。前回の報告にて若干触れ
たように、土地登記申請を受理するのは南京市土地局内の第 1 科登記股であり、以下、①
登記股から第 2 科へ「査勘通知」→②第 2 科測量股から同絵図股へ→③測量結果・審査用
                                                  
5 第 3 回シンポジウム報告（2008.11.22）では、「収件簿」の作成日時・資料的性格に関して複数の誤解が
含まれていたが、大阪大学の片山剛氏の指摘によって大幅に記述を改めた。 
6 前回報告では、1935 年段階の「区」が意味する内容について未確定の部分もあったが、修正の必要はな
いことが判明した。徐洪奎『南京市土地登記報告書』1935.5（蕭錚主編『民国二十年代中国大陸土地問題
資料』111、成文出版有限公司、1977 所収）:pp.58694-58695 所載の記述・地図（【図 2】の底図）から、
各「登記区」が前回報告した通りの位置関係を占めることは間違いないと考えられる。 
7 原則的に個人名義での登記しか認めない地政機関側の姿勢からすれば、矛盾する。古くからのフォーマ
ットに従っていたのであろうか。 
表 1．審査収件簿にみられる「存根」の他項権利主体 
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図を第 1 科登記股へ→④声請書・審査用図・契拠を第 3 科へ「審核通知」→⑤第 3 科審核
股から調査股へ→⑥調査結果を第 1 科へ、公告後正式登記完了、というプロセスで登記内
容の審査が行われていた［田口(2008):p.22］」。【図 1】の g.「承辦員」欄をみると、「審査組
ママ
」
「登記組
ママ
」双方の担当人員による押印がなされている。したがって再審査においても同様、
上に挙げた審査の流れが存在したであろう。③～⑥において往還した書類（審査用図・「通
知」「報告」および「状」8や契拠類）の控えをとって散佚を防ぐ趣旨の下、「登記審査収件
簿」が作成されたものと思われる。 
いずれにせよ、「登記審査収件簿」に記載された 19 件のサンプルのうち、「存根」データ
にみられるものが 2 例しかないのはやはり注目に値する。さらに、【図 1】に記載された 18
種の地番（＝「区段号数」）に合致するものも、上掲の 2 例を除けば「存根」データ内には
存在しない。したがって、昨年度収集した「存根」にみられる登記完了分以外にも、多数
の登記申請が行われていたことが以上から推定される。何かの理由で登記未了のまま、1937
年の日中戦争・南京陥落を迎えたのであろう9。 
 
以上のように、登記申請以降、南京市土地局内部においていかなる審査業務が行われ、
実際どのような審査用書類が往還し、職員としてだれが従事し、各審査過程にどれだけの
時間を費消したか、といった登記業務に関わる機構上・技術上の問題を考える上でも、今
回サンプルを入手した資料には一定の有用性を認めることができよう。反面、その記載内
容を一瞥するかぎりで以下の二点は当面確認できる。①「存根」以外に、登記確定に至ら
なかった申請が多数に上ること。②「審査収件簿」に記載される登記事項は、「他項権利」
の権利主体・不動産の所在地等々に止まり、当時における「権利」分節化のいかんを問う
本報告にて第一義の重要性をもつ点に関しては、「存根」を超える情報は載せていないこと。
したがって、「存根」の資料的限界には充分留意しつつも、これを超えるデータの来源は以
外にないことを前提にして、ここから抽出した数値資料の分析に以下移るほかはない。 
 
２．「存根」より見た 1930 年代南京城内の地権内容およびその分布 
（1）登記面積の比率 
まずは、「存根」にほぼ例外なく記載される数値10として「面積」に着目したい。そもそ
も「存根」がカヴァーする 1934～1937 年の時点で、いったいどれくらいの不動産が「他項
権利」として登記されたのであろうか。1929 年より実施された三角測量による実測値では、
南京城内の総面積が 56,000 畝（約 37k ㎡）、このうち「他項権利」登記が行われたのが全
体平均で 5.5%ほどの比率を占める（【表 2】A・E 欄）。興味深いのは、登記区ごとに集計す
                                                  
8 これの具体的内容については判然としない。従前の政府による「地権」を公証する書面一般（税契から
各種「証明書」に至る）を指すか、あるいは南京国民政府による特定の文件を意味している可能性もある。 
9 そもそも「存根」自体がなぜ・どのような経緯で台湾に搬出され、国史館に収蔵されるようになったか
目下調査が及んでいない。今後の档案精査に俟ちたい。 
10 ただし全体の中では少数に属するが、「地上権」「地役権」関係の登記事項としては、「二間一廈」等、家
屋の規模のみしか記載しない事例もままみられる。 
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 A.城内測量面
積（畝） 
B.人口密度 
（人/畝） 
C.他項権利登
記の毎件平
均面積（畝）
D.登記総面
積（畝） 
E.他項権利登
記面積の比
率（D/A） 
F.登記面
積の標
準偏差 
G.他項権利
登記件数 
1 区 12241 14.47047 1.0565 685.68 0.056 2.588 709 
2 区 8694 12.29549 0.9741 454.92 0.052 3.157 485 
3 区 2971 25.09929 0.4874 296.35 0.100 0.731 681 
4 区 2957 32.61718 0.3068 304.64 0.103 0.365 1064 
5 区 8818 17.57213 0.5756 490.40 0.056 1.200 900 
6 区 20562 5.315631 1.2225 838.67 0.041 1.908 706 
全体 56243 12.78915 0.7217 3070.66 0.055 1.793 4545 
表 2．南京城内の各区総面積・人口規模と「存根」からみた他項権利登記面積 
典拠 A 欄：南京市政府秘書処編『南京市土地行政概況』南京市政府秘書処、1935:p.9. 
         B 欄：1947 年の保甲統計表（南京市文献委員会編『南京』南京市文献委員会、1948:pp.19-30） 
から算出 
         C～G 欄：「存根」データ 
れば、1934 年 7 月より登記業務を開始した 3・4 区と、1934 年 11 月～1935 年 1 月とやや
遅れて登記業務が始まった 1・2・5・6 区11との間で、この比率に顕著な開きがみられるこ
とである。城内総面積に占める割合が前者の 3・4 区では 10%を超えるのに対し、後者の登
記区ではおおむね 5%前後、6 区の場合は 4%である。あるいは、登記業務に着手してから
の時間の経過に応じてこの比率が上がってくること、逆にいえば比較的遅れて登記作業が
開始された地区では各不動産に関する「他項権利」の把握も遅れていたことを意味するだ
けなのかもしれない。 
もっとも、「存根」データ全体としては数年にわたる登記受付期間の中、数ヶ月のギャッ
プによって登記標的不動産の分布にこれだけの稠密度の開きが出てくることは考えにくい。
じつは仔細にみてみれば、【表 2】で掲げた E 欄（=他項権利登記面積比率）の区ごとの傾
向は、他の数値とも何らかの関連を示している。以下、順を追って眺めてみよう。 
 
（2）地産面積 
登記された土地/家屋の規模の平均値（【表 2】C 欄）は 0.7 畝（460 ㎡）である。当時の
南京における平均的な居住空間の面積は不明であるが、この数値が数世帯分の住居に相当
することはおそらく間違いない12。何より興味深いのは、この登記面積 1 件あたり平均値に、
第 1 区から 6 区で大きな相違が見られる点である。いちはやく登記の開始された 4 区の場
合、平均登記面積が 0.3 畝あまり、これが 6 区になるとその 4 倍の規模となっている13。 
 また、1 件ごと登記面積の平均値は、当該区の人口分布状況とも関わりがあるようである。
そもそも 1934 年以降の南京全市登記が 3・4 区から開始されたのは、市街地の中核的部分
                                                  
11 田口(2008):p.14. 
12 たとえば「存根」第 1 区の「繆毅民」の場合、竜裕維らの 0.66 畝あまりの宅地のうち、第■（判読不能）
進平屋 3 間（スパン）分に 1600 元の抵押権設定を行っており、この地片に複数の「進」（おおむね東西方
向に拡がる家屋の列）があったことが推測される。ちなみに北京（北平）の例ではあるが、1920 年代末の
調査では調査対象世帯のうち半数近くが家屋 1 間分の居住空間しか有していなかったという［Gamble 
(1933 ) : p.129］。 
13 ちなみに「存根」全区データにおいて、登記面積の中央値は 0.297 畝、3・4 両区にかぎっていえばそれ
ぞれ 0.265 および 0.200 であるのに対し、6 区は 0.606 畝である。 
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 地役権 地上権 典権 抵押権 永佃権 その他 
 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 
1 区 0.037 0.025 0.109 0.146 0.027 0.021 0.805 0.771 0.010 0.011  0.013  0.027 
2 区 0.072 0.045 0.229 0.293 0.035 0.042 0.623 0.698 0.021 0.038  0.021  0.001 
3 区 0.066 0.004 0.172 0.199 0.073 0.073 0.624 0.569 0.026 0.079  0.038  0.076 
4 区 0.118 0.009 0.180 0.167 0.089 0.103 0.596 0.686 0.008 0.026  0.008  0.008 
5 区 0.100 0.003 0.157 0.088 0.080 0.052 0.659 0.832 0.003 0.014  0.001  0.012 
6 区 0.045 0.003 0.161 0.081 0.011 0.028 0.500 0.771 0.252 0.089  0.030  0.028 
全体 0.078 0.004 0.165 0.159 0.057 0.037 0.633 0.699 0.049 0.061  0.017  0.041 
表 3．南京城内の他項権利種別及びその比率（件数ベース・面積ベース） 
から産権を確定するという趣旨だった。つまりこの両区においては、南京市街の中でも古
くより住居・商店が密集し、同時に土地の区画が細分化する傾向がみられた地区であると
いうことである。事実、人口密度（上記【表 2】B 欄）と毎件平均面積（同 C 欄）との相関
係数を求めると、－0.942 となり、高い逆相関を示している。さらに、細分化の様相をさぐ
るために、他項権利登記の行われた不動産面積の散布度を区ごとで集計すると、3・4 両区
の標準偏差は他区に比して著しく低い値を示し（同 F 欄）、区ごとの平均面積という代表値
と同様の傾向がみられる。逆にいえば、人口希薄な 1・6 区などの場合、登記 1 件ごとの面
積に大きなばらつきが見られるということになる。 
以上を本章（2）の「登記密度」＝現存不動産のうち、「他項権利」の設定/保存を目的と
して登記された面積の割合という問題とも考えあわせてみよう。区ごとに求めた、城内測
量面積に占める他項権利登記面積の比率（【表 2】E 欄）と、人口密度との相関係数は 0.948
となる14。ここから、おそらく以下のように理解可能だろう。比較的密な人口分布がみられ
た南京城内南部の 3・4 両区では、「他項権利」登記の行われた物件ごとの規模は比較的小
さく、同時に（南京城内に分布する「地権」の母集団の中で）「他項権利」が登記される比
率も相対的に高い、と。ちなみに、1930 年代に地政学院が中心となって行われた調査報告
には、以下のように記されている。 
南京市では、家賃の高騰は城南城北を問わず普遍的な現象となっている。城南は居室が櫛
比し、人口は最も密である。住宅の質が悪いにも関わらず家賃は上がる一方だ15。 
住宅密集地では登記される不動産自体も細分化され、権利関係もきわめて錯綜し、「登記密
度」を押し上げる。「存根」からは以上の状況が濃厚に見て取れる。 
 
（3）権利種別およびその分布 
以上、「他項権利」すべてを一律に扱ってみてきたが、続いてそれぞれの権利種別に応じ
て地区ごとの分布を追ってゆく。下の【表 3】で示したのは、各区の「存根」のうち、それ
ぞれ件数ベース・面積ベースで各種「他項権利」が区全体に占める比率を示したものであ
                                                  
14 t 検定による両側有意確率は 0.000568 で、帰無仮説は棄却される。 
15 陳岳麟『南京市之住宅問題』1936.12（蕭錚主編『民国二十年代中国大陸土地問題資料』91、成文出版
有限公司、1977 所収）:p.47877. 
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る。たとえば 1 区の場合、全 709 件の「存根」のうち、抵押権登記が 571 件、比率は 80.5%
となる。念のため、これを件数ではなく登記面積の比率に置き換えると、同じく第 1 区の
他項権利総登記面積は 685.7 畝、このうち抵押権関係が 528.8 畝であり、比率は 77.1％と
いう値を示す。 
全体としてみれば、前回の報告で 1 区について確認したように、他項権利中における抵
押権の卓越は、全体を通じてもうかがえる。特に面積ベースでみた場合、1・3 区の例外を
除いて、以上の傾向はより顕著となり、全体で 7 割近くが抵押権関係の登記で占められて
いる。1934 年に始まる南京全市登記は、結果的には（少なくとも面積ベースでいえば）ほ
ぼ抵押権のために実施されているといっても過言ではない。 
さらに、区ごとに以上の傾向を追ってみよう。上に述べたとおり、どの区においても抵
押権の卓越という状況自体は変わらない。ただし、本章（1）・（2）で触れた人口密集地の 3・
4 両区、および 1・2・5・6 区という対比は、権利種別ごとの比率という面でもおおむね有
効なようである。この点を視覚的に示したのが、次頁【図 2】の略図と円グラフである。 
いずれも大枠としてではあるが、全測量面積中に占める他項権利登記面積の比率が比較
的高く、登記面積 1 件ごとの規模が小さい（＋散布度も低い）城南 3・4 両区においては、
抵押権が占める比率も若干低めとなっているのが容易に看取される。と同時に、「買い戻し
特約付き売買」に伴う典権登記16、およびおおむね建築物に対して設定される地上権登記の
比率が、この両区において相対的に高くなる点もここから指摘できよう。 
以上より、①城内南部における人口密集状況17・小規模な登記面積・抵押権登記の相対的
に低い比重、②それ以外（特に北部 1・6 区）の区域における疎放な人口分布・1 件ごとの
面積が広い他項権利登記・抵押権登記の相対的高い比重、という対比が導かれる。そもそ
も抵押権関連の登記自体、【表 4】にみられるように、おおむね
農地に設定される永佃権と並んで、比較的大規模な地片を標的
として設定される場合が多い。国民政府成立以降、城南部より
郊外北部へと展開してゆく宅地開発および融資拡大の動きが、
あるいはここに反映されている可能性もある18。反面、かつて
は主要な地権の移転手段であった典権に関しては、より小規模
なものに限定される傾向を示している。 
                                                  
16 ただしこの典権定義が、飽くまでも「近代的」概念の鋳型に無理矢理流し込んだ理解の範型であり、日
本の法学者たちもこれとは異なる範型をもつ中国法秩序とのギャップと格闘していた点については西
(2005)参照。 
17 ちなみに、【表 2】B 欄の数値と、各区に占める抵押権の面積ベース比率（【表 3】）との相関係数は－0.52
と少なくとも負の相関性を示しており、人口密度が低いほど抵押権関連の登記が高くなる傾向がうかがえ
る。 
18以下の史料参照。「商営的住宅、…其中規模較大的住宅、多半是房地産公司与各銀行経営的」（前掲、陳岳
麟『南京市之住宅問題』:p.47859）なお、20 世紀初頭における南京の都市開発については、小島（2003）
も参照のこと。 
種別 平均面積（畝）
地役権 0.0358
地上権 0.6479
典権 0.4320
抵押権 0.7455
永佃権 0.8392
表 4 
権利種別ごとの平均面積 
52
図２．南京城内登記区の配置と「他項権利」種別比率（面積ベース） 
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（4）登記内容 
いずれにせよ、今次の他項権利登記をめぐっては、量的には抵押権に関するものが枢要
な位置を占めていたようである。そこで以下、「存根」に記載される面積以外の各種数値に
ついて、特に「抵押権」に焦点を絞りつつ、いくつかの項目に関して分析を加える。 
 
a.「登記原因及年月日」…この欄には、たとえば「民国二十一年三月」と年月のみ、あるい
は「民国二十四年受押」等と記載される。「相沿」「沿襲」「年代久遠」と非数値的記述だけ
の場合もある。「登記原因が発生した年月日」を示す当該欄の日付の意味するところは、契
約行為がなされた時点・以前に省政府や地方法院などに登記（類似）行為が行われた時点
の双方の可能性があるが、おそらく前者の日付かと思われる19。つまりは、1934 年以降の
他項権利登記において、「地上権」「地役権」「抵押権」などの法的表現に流し込まれるべき
「権利」の起点を表示するデータである。「存根」データにおけるこの欄は、同治 4 年（1865）
から民国 25 年（1937）8 月までの間に分布しており、中には袁世凱政権下の洪憲元年（1916）
という年号を記載しているものもある。 
この「登記原因」の年次ごと件数を時系列上に並べたのが、別に掲げる【図 3】である。 
                                                  
19 たとえば後に本節 b で挙げる「鮑瑞潭」の物件の場合、当該欄は南京市民銀行に「供押」した日付と一
致する。 
図 3．「登記原因」件数の時期的推移 
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西暦 割合 
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表 5 
全体件数に抵押権部分 
が占める割合（累計） 
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
190
0
190
2
190
4
190
6
190
8
191
0
191
2
191
4
191
6
191
8
192
0
192
2
192
4
192
6
192
8
193
0
193
2
193
4
193
6
図 4．抵押権の占める割合（件数ベース）の時期的推移 
このグラフから見て取
れるのは、全体件数・
抵押権の件数ともに、
1928 年・1932 年を画
期として上昇している
点である。南京国民政
府の成立に伴う制度整
備、および大恐慌によ
る農工業投資の減退・
不動産投機の拡大20と
軌を一にしているもの
と思われる。他方、典
権件数は毎年数件～十
数件程度でほぼ横這い
となっている。他項権
利に相当する各種地権
の移動が 1928 年以降に急増しているのは、おおむね抵押権部
分の増加によってもたらされたものとみてよいだろう。全件
数の中で抵押権部分の占める割合は、南京国民政府の成立以
降、他を圧倒するようになっている【図 4】。なお 1900 年以
前の累計に限れば、抵押権の占める割合は件数ベースで全体
の18.3%、同じく1928年以前の累計でも49.3%に過ぎない【表
5】。したがって、2-3 にて述べた「登記物権全体に占める抵押
権の卓越」という現象は、ほぼ 1928 年以降に限定されると見なしうる。抵押権とは、比較
的「新しい権利」だった。 
 
b.「権利価値」…当該欄には、法幣もしくは洋銀での不動産価値が記載される。抵押権の場
合は、金銭貸借契約段階における債務/債権額の数値である可能性が高い。例えば南京市档
案館蔵、南京市民銀行档案(档号 1022-9-13)⑥「鮑瑞潭」所収の函「憑函査照戦前押款一案、
復請査照由」（1947.6.11 付け、銀行→鮑）には、「1935.8 付けで馬台街 3 号の房地産藍図
等を本行に押供。先日国幣 2,500 元で回贖したいとの由、政府金利が未決定ゆえ、暫時契
約から計算。原領の寄存証及原用印鑑を本行に持参されたし。」という趣旨の記述が見られ
る。「存根」データにおいて、6 区当該地番の「権利人=南京市民銀行/所有権人=鮑瑞潭」の
ものは 1 件しか見当たらず、「権利価値」欄には 2,500 元と記載されている。したがって、 
                                                  
20 「民族銀行は農村の崩壊と商工業の衰微とにより生産方面への投資を阻害されてゐるので、政府の公債
政策に適合するか又は不動産の如き不生産的投機的方面へ進出しなくてはならなかった。」（馬場明男「民
族銀行の不動産投資（民国二十二年）」［『支那政治経済年表』慶應書房、1943］:459-460） 
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図 5．抵押権「権利価値」平均値の推移と平均地価 
（典拠）権利価値：「存根」 
    平均地価：高信『南京市之地価与地価税（中央政治学校地政学院研究報告之一）』正中書局、
1935（全国図書館文献縮微複製中心『中国歴代土地資源資料匯編』第 14 冊所収）
の第 27 表(p.138)「京市土地歴年平均価格之昇降」 
         *なお、同表の毎方（＝方丈）表記を毎畝表記に換算した。 
この欄の数値が融資元金であることが判明する。 
そこで【図 5】として掲げたのは、抵押権登記関連の「存根」権利価値欄の数値について
1 年ごとの畝あたり平均値を算出し、その経年変動を示したグラフである。ここでは、抵押
権における「権利価値」は大きく振幅しているものの、1928 年以降はおおむね上昇傾向に
転じているのが明らかである。以上の趨勢は、1930 年代前後にかぎっていえば平均地価の
動向ともほぼ一致している。 
他方、1932 年以降は「権利価値」（≒貸出限度額？）が地価を大きく上回りつつあるのも
うかがえる。地価上昇時に融資額が担保評価額を上回るのは、通常のことかもしれないが21、
地価高騰の一段落した 1932 年以降この現象が加速している以上、別の要因も考えるべきで
ある。 
                                                  
21 上海の事例であるが、1930 年代の状況について以下のように述べられる。「…普通情形、毎按工部局（或
公董局）出版之估価冊上所估有之地価、増加二成至三成作為押款之数
‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧
。其所以増加二成三成者、蓋是項估
‧‧‧‧
価冊出版已久、所估之価又非時値。兼之、上海地価大半有増無減之故也
‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧‧
。（傍点引用者）」［陳炎林『上海地
産大全』（上海地産研究所、1933［『民国叢書』（第 3 編）、上海書店、1989 所収］）:p.251］。 
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図 6．存根「権利価値」欄にみる貸出利率の推移 
*「登記原因及年月日」欄の日付・「権利価値」欄の貸出利率
（月利）数値を基に、各年度の算術平均を算出した。 
じつは抵押権登記関連の「権利価値」
欄の大半は、「月租××元」「月利××
元」等の形で現在の貸出利率に当たる
とおぼしき数値を記載しており、この
数値を時系列上にならべると、世界大
恐慌発生より 4 年ほど経過して以降は
おおむね低下の一途をたどっている
【図 6】。あるいは利率が低落しつつあ
る中、住宅投資拡大が一種のバブル的
様相を呈し、土地評価額を超えた低利
融資が行われていたのであろう。そし
てその投資対象たる宅地とは、2-2.で
触れた抵押権関連登記面積からもうか
がえるように、複数世帯が居住する不
動産、おそらくは賃貸住宅が大半を占
めていた可能性が高い。先に挙げた地政
学院による調査報告は以下のように述べ
る。 
周知のことながら、今日南京市の人口が膨張しつつある中、賃貸住宅の家賃は一般
．．．．．．．．．．
の平均利潤を超えている
．．．．．．．．．．．
。住宅への需要がこれだけ強いにも関わらず、住宅建築と供
給が活発化しないのは、土地・家屋が（地産企業家により…引用者注）壟断されてい
るからとしか解釈のしようがない22。 
多くの産業部門が過剰投資に悩んだ 1930 年代半ば、首都建設直後の南京では家屋賃貸業
が活況を呈し、不動産への投資を促進させた可能性が高い。ただ同時に、地価を「権利価
値」が上回るという上記の趨勢は、貸借
契約に際して不当金利を上乗せした額面
が契約書に記載されているという、別の
可能性も排除できない23。 
 
c.「存続期間」…最後に「抵押権」とは
何かを考える上できわめて重要となる
「期限」について分析を加えたい。「存根」
の「存続期間」欄には、「一年」「二年半」
等の形で、契約内容の有効期間/債務償還
期間を示す数値が記載されている。中に
                                                  
22 前掲、陳岳麟『南京市之住宅問題』:p.47849. 
23 農村部においては高利貸の常套手段であったという。Huang(2001):p.131 参照。 
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図 7-1．抵押権「期限」欄にみえる存続期間の 
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は「無期限」「未定」「無約定」等と、数値が全く記載されていない場合もある。たとえば
地上権にかぎっていえば、おおむね期間が明記されていないか、あるいは 20 年程度の長期
のものが大半を占める。 
以下、特に抵押権（および対比対象としての典権）における「存続期間」について見て
みる。『民律草案』では、抵押権について権利存続期間の規定はない。典権の方は 10 年の
期間が規定されており、その間は回贖
かいもどし
が許される（更新は 10 年を超えないものとされる）
［楊(2002): pp.322-328, 336］。ただし、「存根」の「存続期間」欄にみるかぎり、典権の場
合、当該欄に記載されたデータの平均をとると 67.5 ヶ月となり、民法に定められた期間を
下回る。あるいは都市特有の現象なのかもしれない。 
抵押権の場合、「存続期間」の意味するところは債務償還期間、つまりこれ以降は所有権
が抹消されても抗弁できない期間ということであろう。毎年平均値を算出すると 37 ヶ月と
なり24、典権に比し短期の契約であったことがここからもうかがわれる。なお、時系列上に
とった当該欄の数値の散布度はかなり高いが、抵押権の場合は典権に比して短期化の趨勢
を若干は示している【図 7-1・7-2】25。 
 
 以上、「存根」記載の各種数値について、
「登記原因年月日」「権利価値」および「存
続期間」の各欄にわたってみてきた。こ
こから、「抵押権」なる権利が 1930 年代
の南京地価高騰の中で拡大してきたもの
であること、「存続期間」の趨勢にみるか
ぎり、抵押権設定の際の債務償還期間が
いくぶん短期化しつつある可能性がある
ことは、当面確認されよう。 
 
３．「抵押権」の位相 
ただし抵押権の「期限」にかぎっていえば、抵押権関係の存根「存続期間」欄には、「無
約定」等、期限が明記されないものも多い。また期限が記載されていても「過期継続抵押」
「原定 1 年、期満無力回贖
．．
、又継続 1 年」等の記述がなされ、「存続期間」そのものが殆ど
（資本回転サイクルとしての）意味をなしていない可能性が高い。 
 
                                                  
24 なお、抵押権主体が銀行の場合に限っていえば、平均期間は 21 ヶ月となり、より短期化しようとする
傾向は顕著に現れる。 
25 【図 7-1・7-2】は、「存根」の存続期間欄より、連続的にデータが揃う 1923 年以降の年度ごと算術平均
値をとり、抵押権と典権それぞれにつき時系列上に散布図としてプロットしたものである。抵押権の場合
は回帰係数－0.604、典権のそれは－0.239 となり、相対的には前者の方が期間短縮化する趨勢をより顕著
に示している。もっとも寄与率 R2を算出すれば、前者の場合 0.116、後者は 0.006 であり、いずれも精度
はきわめて低いゆえ「存続期間」の短期化についてはあまり確定的とはいえない（この点については一橋
大学の江夏由樹氏よりご指摘いただいた。記して感謝したい）。 
図 7-2．典権「期限」欄にみえる 
存続期間の時期的推移 
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図 8．1930 年代における当座貸契約書 
（南京市档案館蔵、南京市市民銀行档案 1022-9-16） 
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そこで、具体的に当時の貸借契約を見てみる【図 8】。陳公義は、南京市市民銀行より
1936.10.6 の日付で法幣 3,000 元の融資を受けている。契約では、月利 1.2%、毎月 140 元
を返済、3
．
ヶ月以内
．．．．
に元利を償還する、という文面があり、付帯事項として連帯保証人をつ
けること、期日までに償還不能の場合、抵押権者たる銀行が抵押品たる「租地文契」（後述
のように、おそらく房租を明示することにより利息回収を担保するものであろう）を売却
して償還に充てても陳公儀は抗弁できない、等の記述が見られる。また第 5 項には、満期
後未償還の際、債務者が新規契約を申請し、銀行側が同意すれば新たな貸借契約を結ぶ、
とある。「存根」中に「継続抵押」とあるのは、この部分を指すと思われる。 
新たな「押款借拠」が同档案内に見られない点からして、1936.10.6 付の契約がそのまま
継続された可能性が高い。つまり、「存続期間」の意味するところは、必ずしも厳密な債務
償還期限ではなく、銀行側が常に元利回収の可能性を担保する、というのがポイントだろ
う。つまり「存続期間」の短期化が意味するところは、ストック回転の短縮（常に「拍売
けいばい
」
を伴う）というよりは、むしろ単に債権者（押戸）による債務償還不能というリスク・お
よび貸出額と地価上昇分との差額という、一種の機会費用を最小化する意味合いしかもた
ない可能性がある。 
したがって、ここから観察される「抵押権」設定では、割賦返済が継続する限り期間満
了後も「借入金未償還の場合には抵押の目的物を売却 or 占有」することを、必ずしも前提
としていないことが分かる。債権者側にとっては、所有権者（=債務者）が土地からの収益
（房租など）を挙げている限り、安定した金利収入を見込めたであろう。しかも『民律草
案』第３編第６章 899・900 条では、抵押権の効力は抵押物からの「孳息」にも及ぶことが
謳われており、いわゆる「物上代位」26が保証されている。場合によっては、「供押」され
た物権（民房）の房租収入は、光熱費・公租公課・保険等の経費を差し引いたすべてが、
利子支払いに充てられたという（「房租作息」）27。 
だとすれば上記 2-4.b.で触れた地価高騰という状況においては、おそらく抵押権者が未償
還時に抵押物そのものを（地価上昇分が反映されない貸出額を以て）売却・債務償還する
メリットはあまり高くはなかった28。つまり問題は、地価高騰という条件下での債務未償還
の場合、債権者側のメリットを構成するのは抵押目的物を支配（つまり〝丸取り〟）しう
るか、という一点にある。民法上これが許されないのであれば、償還期限を最短化した上
でその時々の地価に応じて貸借契約・抵押権登記を繰り返すことが最も合理的な選択とな
る29。2-4a で触れた、1930 年代以降における抵押権登記の激増は、以上のような状況を反
                                                  
26 我妻(1936):pp.22-23. 
27 前掲、陳炎林（編）『上海地産大全』:pp.252-53。こうなると、当該土地からの収益を所有権者はまった
く期待できず、事実上「売却」に近いものとなる。 
28 なお、地価上昇と「抵押権」という法的表現の選択、あるいは期限の短期化という本論での仮説を検証
するためには、本報告の 2 で登記面積について行った登記区ごとの数量分析が、「権利価値」や「存続期間」
という数値についても必要となるが、今回は時間的制約もあり果たせなかった。 
29 ただ前回の報告にて、これを「資本回転」の短期化と称したのはやや適当さを欠いたかもしれない。財
務上の問題として、抵押権設定を行った土地が債権者にとって有形固定資産（回転率の分母となる）であ
るかどうかは、実態としてこの不動産を長期的に「支配」していたか否かにかかっているからである。 
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映しているのかもしれない。 
 
われわれの感覚からすれば、不動産の「売買」と「抵当設定」はまったく別のものであ
り、前者は土地市場に、後者は金融に関わる問題である。他方、法制史研究者たちが明ら
かにしたように、近世いらいの日本では（幕藩政府の土地売買禁令に規定されつつ）、質入・
書入等の手段で不動産の移転を行っていた。これが地租改正以降制定された民法では、や
がて一方では所有権移転を伴う売買として、他方では民法上の担保物権としての「抵当権」
および「譲渡担保」（＝買い戻し特約付き売買+賃借権）という形で再構成される［近江
（1977）］。つまりわれわれにとって馴染み深い「抵当」とは、土地売買・金融双方の起源
を有し、やがて前者の側面が後景化したものなのである。1930 年代における中国の場合も、
「出抵」と「出售」との区別はさほど一般化していなかったようである30。 
ただし債権者側からみて、購入による所有権獲得と抵押権設定とは、地価上昇分を自己
の収入に繰り入れることの可否によって大きく意義を異にする。消費貸借のみを前提とし
た小農保護の立場からすれば、〝丸取り〟を禁じるためには制限物権型の抵押権しか民法
に規定しえないであろうが、「資本主義」の論理からすれば逆にこれは金融体系の整備に逆
行するものでもある31。 
仮に、A.権利移転型担保（債務未償還⇒所有権移転）を「売買型抵当」、B.債権額のみを
抵押物の競売によって確保する担保形態を「制限物権型抵当」あるいは「金融型抵当」と
称するならば、行論より観察される「抵押権」のあり方は形式的には B の制限物権型に近
い（そして当該物権の登記の起点となる契約行為が相対的に新しい時期のものである点か
らみて、ある意味「近代的」でもある）。房租の高騰=地産企業家らの「壟断」を招くこと
になったとしても、以上の土地取引のあり方が、抵押を通じた土地集積を忌避する国民党
政府の政策とも合致したことは間違いない。 
他方、上記の「存根」データも示すとおり、これは現実的には制限物権型担保の保証す
る債権回収手段とは別の方途（＝「房租作息」）が数多く選好されていたことの裏返しに他
ならない。B.金融型抵当においては、元利返済が続くかぎり債権者にとって「所有権」の
所在など二義的な問題に過ぎなかったであろうし、債務者＝所有権者にとって抵押標的物
件は飽くまでも「回贖」の対象となるもの、すでに「売り渡し」たものであったともいえ
                                                  
30 「出抵与出售不同、蓋一経出售、産業之所有権、全部移譲於買方而与原業主断絶関係。惟出抵尚可在規
定期限内、備可回贖、恢復其所有権
‧‧‧‧‧‧
也。（傍点引用者）」といったたぐいの説明が縷々行われている（前掲、
陳炎林（編）『上海地産大全』:p.250）。そもそも売買-抵押が概念的に区別されている社会では、このよう
な説明は不要なはずである。また、「恢復
．．
所有権」云々の表現からして、一種の譲渡担保的な色彩を濃厚に
帯びていることも興味深い（民法の規定上は、ほんらい抵押設定後も「所有権」者は移動しない）。 
31 もっとも米国の mortgage のように権利移転型の担保形式が併存する場合もある［我妻(1936):p.9］。黄
宗智（訂正不要。Huang の場合は黄仁宇と区別するために漢語フルネームで表記している。縦書き論文の
癖か←消してね）は、「耕者有其田」政策によって導かれた制限担保型「抵押権」への傾斜が、一方で金融
資本の形成と対立関係を生ぜしめたという［Huang(2001):p.135］。この分野については、わが国の制度的
展開に関して福島・清水（1956）などを中心に研究の蓄積が行われている。本研究テーマとの突き合わせ
には今後を期したい。 
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る。実態面からみれば、いわば〝誰にも属さない〟土地が、民律制定以前とはまた異なる
かたちで存在し続けていくわけである。「伝統的地権形態の残存」・「近代的担保物権」とい
った理解の枠組みのみで括りきれない領域は、まことに大きいと言わざるを得ない。 
 
おわりに 
以上、「存根」データ・関連資料から見えてきた点をまとめると、①各区の登記面積のヴ
ェリエーションは人口密度と相関関係が高い。②開発途上の区域では抵押権が顕著に卓越。 
③南京国民政府の成立を期に、抵押権設定が激増 ④抵押権設定時の債権額は地価動向と
連動。⑤権利存続期間は短期化の趨勢。同時に期間終了後も「継続抵押」の事例も多く、
未償還⇒差し押さえ、という流れが必ずしも一般化していたわけではない（そうでなけれ
ば数ヶ月単位の「抵押権」存続期間が現実的に意味をもつはずがない）、以上の 5 点である。 
ただ、上記の流れは「順調な元利回収」という事態を前提にしたものであり、それ以外
の場合の解決方法としていかなる〝慣行〟があったか、紛争発生などの場においていかに
司法解釈されたか、という問題も当然考えねばならない。抵押権のあり方がどのようなも
のだったか、という点をめぐっては、以上の統計を通じた外形的観察だけではまだ見えな
い点が多い。むすびに代えて、以下いくつか課題を挙げる。 
【図 8】で示した貸借契約では、抵押物として「租地文契」のみが記載されていた。他方、
南京市档案館で閲覧したその他の契約書の中には、所有権状を抵押品として保管している
ものもある（同館蔵 南京市民銀行档案 1022-9-16-48「朱玉書」等）。さらには、「新契・
印契・験契・糧串・執照・南京市財政局勘丈単・南京市財政局藍図」を抵押品としている
事例もみられる（同 1022-9-16-2「楊華英」）。他項権利登記が十全に公証能力を有していた
ならば、こうした抵押品は不要なはずである32。 
さらに、地租改正以降の近代日本では、「地券」こそが所有権を表示するものであると見
られていた。民法上規程のない権利移転型担保（=譲渡担保）の場合には、債務者への地券
の移転が伴ったという［近江(1977)］。民国南京においても、こうした権利移転型抵当（場
合によっては占有質）が存在した可能性は排除できない。 
1930 年代の土地登記が人々のいかなる土地取引を背景とし、こうした日常的実践の中で
こうした「諸権利」がいかに「近代」を表徴するものになっていくか、といった問題の解
明のためには、「存根」データのさらなる分析、あるいは貸借契約や各種の文献資料（判例
etc.）の渉猟を行う必要がある。 
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